
                       
 

平 成 ２ ３ 年 １ ２ 月 ２ ６ 日 
中部地方幹線道路協議会 

道路管理防災・震災対策検討分科会 

 

災害復旧に必要な道路ネットワークの確立 
～被害の最小化を図るための施策案を取りまとめました～ 

 
 
 本年８月３０日に開催した中部地方幹線道路協議会で設置した「道路管理防災・震災対

策検討分科会」にて、近い将来発生が懸念されている東海・東南海・南海地震などの大規

模地震に備え、「道路啓開オペレーション計画（中部版くしの歯作戦）」など、被害の最小

化を図る方策について議論を進めてきました。 

この度、各道路管理者において、実施すべき施策案を取りまとめましたので、お知らせ

します。 

 今後、さらに、国、県、政令市等の関係機関で具体的な施策について検討を行い、年度

内に取りまとめる予定です。 

今回取りまとめた施策案の中から、復旧・支援ルートの設定のうち道路啓開オペレーシ

ョン計画（中部版くしの歯作戦）や災害に強い道路などの一部事例を紹介します。 

 

【検討項目】 

○道路啓開の考え方       ○情報共有・情報伝達方法 

○復旧・支援ルートの設定    ○被災時の支援体制 

○災害に強い道路        ○復旧方法 

 

【中部地方幹線道路協議会「道路管理防災・震災対策検討分科会」の構成組織】 

長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、静岡市、浜松市、名古屋市、 

愛知県道路公社、名古屋高速道路公社、中日本高速道路(株)、関東地方整備局、 

中部地方整備局 

 

 

１．資 料 添付資料 

 

２．配布先 中部地方整備局記者クラブ 

      岐阜県政記者クラブ、三重県政記者クラブ、 

静岡県政記者クラブ、長野県庁会見場 

 

３．問い合わせ先 

中部地方整備局道路部 道路管理課長 松田 正尚 

TEL：（052）953-8176 FAX：(052)953-9208 



【中間とりまとめ】

中部地方幹線道路協議会

平成23年12月

平成２３年度

道路管理防災・震災対策検討分科会



検討項目と基本方針

○道路啓開の考え方、復旧・支援ルートの設定
東海、東南海、南海沖を震源とする大規模地震が発生した場合、

津波による甚大な被害が想定される太平洋沿岸部での救援・救護
活動や人員・物資輸送等を迅速に行うため、「道路啓開オペレー
ション計画（中部版くしの歯作戦）」（復旧・支援ルートの設定、啓開
の手順等）を国、県、政令市等の関係機関で策定する。

○災害に強い道路
大規模地震が発生した場合においても致命的な損傷を受けない

道路構造の構築、点検、耐震補強等の予防的保全の実施、さらに、
人命救助や地震被害の拡大を防ぐ等の副次的な機能の勘案等、
災害に強い道路整備を推進する。

○情報共有・情報伝達方法
災害に強い情報通信ネットワークの確保や災害時の道路管理者

間等の情報連携・情報共有はもとより、道路利用者への迅速な情
報伝達を図る。

○被災時の支援体制
被災時における強力な支援体制を速やかに確立するため、人

的・物的支援のルール化や「道の駅」、S.A、P.A等の防災拠点化の

推進を図る。

○復旧方法
地震、津波等により被災した道路の復旧方法、資機材・人員輸送

の方法等について予め検討し、災害復旧に備える。

※その他、自治体等の関係機関と調整が必要な項目については、随時、
検討項目に追加して議論を行う。

※※今後、中央防災会議（内閣府）における新たな知見による想定地震動今後、中央防災会議（内閣府）における新たな知見による想定地震動
や津波高さの検討結果を踏まえ、必要に応じて前提条件の変更や地震・や津波高さの検討結果を踏まえ、必要に応じて前提条件の変更や地震・
津波対策の見直し等を実施し、各関係機関が連携して対応を図るものと津波対策の見直し等を実施し、各関係機関が連携して対応を図るものと
する。する。
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復旧・支援ルートの設定 ～海溝型地震による津波に備えるルート～

ＳＴＥＰ１：比較的被害が少ない比較的被害が少ない高規格高規格
幹線道路等の広域ネットワー幹線道路等の広域ネットワー
クラインクラインを確保を確保

ＳＴＥＰ３：沿岸部に繋がるラインから沿岸部に繋がるラインから太太
平洋沿岸沿いのライン平洋沿岸沿いのラインを確保を確保

ＳＴＥＰ２：広域ネットワークラインから広域ネットワークラインから太平太平
洋沿岸部に繋がるライン洋沿岸部に繋がるラインを確保を確保

広域支援ルート 海上輸送ルート



応急対策に資する信頼性の高い道路ネットワークの確立

・通常の災害においては、応急復旧→本復旧の流れとなるが、大規模災害時には、下記のとおり応急復旧
の前に救援・救護活動のための復旧・支援ルートを確保する「啓開（道路啓開）」が必要。

※「啓開（道路啓開）」とは、

啓開 応急復旧 本復旧 復興災害発生

◆道路啓開方針（案）

○比較的被害が少ない高規格幹線道路等の

広域ネットワークラインを確保

○広域ネットワークラインから太平洋沿岸

部に繋がるラインを確保

○沿岸部に繋がるラインから太平洋沿岸沿

いのラインを確保

◆海・空からの緊急輸送ルートを早期に確保する

ため、施設の応急復旧体制を事前に確立

北海道方面
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３連動地震 震度６強以上
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震度５強

平成１５年９月中央防災会議

｢東南海・南海地震等に関する専門調査会」

（第１４回）資料に中部地方整備局が加筆

富山港

近畿・

中国方面

イメージ図

広域道路ネットワーク支援ルート

海 ・ 空 か ら の 緊 急 輸 送 ル ー ト

東海・東南海・南海地震対策中部圏
戦略会議（H23.10.4）資料より

中部地方幹線道路協議会
道路管理防災・震災対策検討分科会

平成23年10月14日記者発表資料

参考



求められるミッシングリンクの解消
東海・東南海・南海地震対策中部圏
戦略会議（H23.10.4）資料より

中部地方幹線道路協議会
道路管理防災・震災対策検討分科会

平成23年10月14日記者発表資料

参考
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・今後、耐震の状況等を確認し対策を進め、復
旧・支援ルートの強化を実施

既存ネットワークのチェックと強化

三遠南信自動車道

中部横断自動車道

伊豆縦貫自動車道

STEP３

STEP２

新東名高速道路

ST
EP
１

復旧・支援ルートの設定 ～道路啓開オペレーション計画 （中部版 くしの歯作戦）～

富士山静岡空港

STEP１
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海溝型地震による津波に備えるルート（静岡県）
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４２４２

紀宝バイパスと現地盤
との標高差約３ｍ至 新宮市

至 尾鷲市

緊急避難階段

紀宝町指定避難所（現況）

指定避難所は
浸水区域内

：避難階段

：津波浸水区域

：集落

：避難経路（計画）

：避難経路（現況）

緊急避難階段イメージ図

位置図

津波浸水区域

避難経路図

災害に強い道路 ～避難通路及び避難階段等の設置～

津波発生時に地元住民が安全に避難できるように、津波浸水区域より高台にある国道４２号紀宝バイパスへの避難階段を
整備します。

至 尾鷲市

三重県の津波浸水予測図より

緊急避難階段

至 新宮市

集落（約４７軒）

紀宝バイパス

４２４２

【参考事例：国道42号紀宝バイパス】



■■「津波の脅威から身を守れ」 地域と連携した津波避難訓練を実施

・東日本大震災の大津波被害を教訓に、愛知県豊橋市では、9月1日の総合防災訓練において、「伊勢・三河湾」に
大津波警報が発表されたとの想定で津波避難訓練を実施しました。

・三河湾に面した前芝、吉田方などの各校区では、町内会の地域住民が、校区内を通る高架道路の「国道２３号豊
橋バイパス」を使って、高さ約１０ｍの道路部分まで避難しました。

【9/1豊橋市津波避難訓練 実施状況】

災害に強い道路 ～地域と連携した避難訓練の実施～

避難訓練実施場所

国道23号豊橋バイパスを使って避難する地域住民の皆さん

国
道
23
号
豊
橋
バ
イ
パ
ス

歩いて避難場所へ向かう様子 国道23号豊橋バイパスに一時避難した状況

避難階段



■津波標識（海抜表示）の設置

１）目的
道路利用者や地域住民に対して、防災意識の向上を図ると

ともに、津波等の緊急時において、道路利用者が的確に避難
行動等の判断が可能な情報を提供する。

３）レイアウト
国際規格『津波に関する統一標識』の『津波注意』を取り込み、

その地点の海抜を表示

２）設置場所

津波による浸水が想定される沿岸部の国道等

情報共有・情報提供方法 ～津波標識の設置～

◇津波標識の概要

道路利用者に注意を示す地震発生時、津波が来襲する危
険があることを示す

設置目的

標準図

補助標識津波注意標識

この道路の高さは

海抜○．○ｍ

【津波標識標準図】

※形状及び色彩は、ISO3864（JIS9101安全色及び安全標識）に準拠

※使用の際は、次のマンセル値を参照すること
安全色 黄：2.5Y 8/14
対比色 黒：N1

◇津波標識の設置案
【設置イメージ】

設置例：紀南河川国道事務所、三陸国道事務所



被災時の支援体制 ～「道の駅」の防災拠点化、防災機能の強化～

被災時における強力な支援体制を確立するため、「道の駅」、S.A、P.A等の防災拠点化、防災機能の強化の推進を図る。

朝霧高原

美濃白川

関宿

防災拠点機能・役割
○ 災害時の避難場所としてスペースの提供
○ 災害時・非常時でのトイレの提供（断水時に使用可）

○ 地域の防災拠点としての非常食・飲料水・非常電源の確保

○ 道路の規制情報や被災情報等の提供

◆ 情報提供装置

◇ 非常用電源装置
■ 防災拠点整備例 道の駅「美濃にわか茶屋」(岐阜県)

◇ 防災備蓄倉庫 ◇ 飲料水貯水槽

◆ 防災用トイレ
〈屋 外〉 〈屋 内〉

サイクルステーション 農産物販売所・休憩所

【凡例】◆：道路管理者 ◇：自治体

美濃にわか茶屋

いが

可児ッテ
「ＣＡＮＩＴＴＥ」

アルプ飛騨古川 飛騨街道なぎさ美並

月見の里南濃

宇津ノ谷峠

掛川

海山

ロック・ガーデン
ひちそう

日義木曽駒高原

大桑

信州平谷



浜松SA 掛川PA
遠州森町PA

藤枝PA

静岡SA

清水PA
駿河湾沼津SA

現東名と新東名を結ぶ連絡路を静岡市・浜松市に整備、既存の自動車専用道路（東
駿河湾環状道路、西富士道路）を含め、通行止め時の代替利用が可能となり、信頼性
が向上

ドクターヘリ・防災ヘリが活用
可能なヘリポートを整備

全休憩施設に防災備蓄庫
を整備

全ての休憩施設のお手洗いに自家発電装
置を整備

駿河湾沼津ＳＡに地下水利用
設備を整備

■新東名高速道路（御殿場JCT～三ヶ日JCT）における防災機能

連絡路

連絡路

全休憩施設にヘリポート・自家発電設備を設置し、災害時に
おける救急支援及びお手洗い機能を確保

事故や災害等が発生した場合の緊急活動を速やかに実施
するための緊急開口部を設置（新東名本線⇔一般道）

災害発生時における水道断水の回避を目的とした地下水
利用設備を整備（駿河湾沼津ＳＡ）

駿河湾沼津ＳＡ計画図

H

被災時の支援体制 ～ＳＡ・ＰＡの防災機能の強化～



休憩施設強化イメージ

高速道路利用者
避難スペース

ヘリポート

燃料供給基地

休憩・救護
スペース

情報収集提供
スペース

防災備蓄
スペース

井戸・自家発電設備

高速道路のお客様
地域のお客様

【役割・機能（案）】
・災害時の避難場所としてのスペース
・災害時、非常時のトイレ提供（断水時も使用可）
・地域の防災拠点としての非常食、飲料水、非常電源の
確保
・道路の規制情報や被災情報等の提供
・防災ヘリ、ドクターヘリの活用（情報収集、救命・救助）
・滞留車両の対応
・通信事業者等との情報交換

・自衛隊、消防、警察、自治体、ライフラ
イン事業者、高速道路及び地域のお客
様のニーズを把握
・防災拠点における役割と機能を明確化
（設備・規模）

自衛隊・警察
消防・自治体

ライフライン事業者

周辺地域住民
避難スペース

応援部隊活動
スペース

東日本大震災を受けて、休憩施設における応援部隊活動・高速道路利用者避難・周辺地域住民避難対策に
ついて強化を推進します。 地域に応じた休憩施設の防災対策強化を順次実施します。

被災時の支援体制 ～ＳＡ・ＰＡの防災機能の強化～



災害復旧に必要な道路ネットワークの確立

■検討項目と施策案を取りまとめ
【検討項目と施策案】

道路啓開、復旧支援ルートの設定

前提条件の整理（これまでの想定による震度、津波高さ、ハザードマップ）
道路啓開の手順の作成
既存ネットワークのチェックと強化
他機関との調整（地方自治体、港湾空港部、近隣自治体、他地整）
信頼性の高い道路ネットワークの強化（ミッシングリンクの解消）

災害に強い道路

各種点検（防災カルテ・橋梁診断等）
・橋梁の抽出（耐震未実施橋梁・津波による流出のおそれがある橋梁等）
緊急輸送道路の橋梁耐震補強対策
橋梁長寿命化修繕計画の策定
橋梁長寿命化修繕計画に基づく架替及び修繕
避難通路及び避難階段等の設置
道路のり面を避難場所として活用
・地域と連携した防災訓練の実施

情報共有・情報伝達方法

情報通信の多重化（マイクロ回線の二重化）
他機関との連携による情報通信の多重化
津波対応ＣＣＴＶの設置（耐水化、無停電化等）
津波対応情報板の設置（無停電化等）
ＩＴＳを活用した情報提供
海抜表示シールの設置
津波標識の設置
地理情報システム（ＧＩＳ）を活用した情報提供
航空レーザ測量による情報提供

被災時の支援体制

「道の駅」の防災拠点化・防災機能の強化
ＳＡ・ＰＡの防災機能の強化
インターと一体で開発された周辺施設の防災拠点化
災害協定による支援体制の確立

復旧方法

津波による流出のおそれがある橋梁等の抽出
復旧対策（迂回路、復旧方法等）の検討
防災備蓄倉庫の整備
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